
 
 

 
 
    
 
 

 

  

 
 
 
 
 
 
 
  
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ア 世帯票・健康票 

(1) 推計方法  
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  【例】北海道（指定都市を除く）  

  
 
 
 

 
 
 
  

北海道（指定都市除く）平成 25年 6

月 1 日現在推計人口（当部推計値） 
3,490,765 人 

北海道（指定都市除く）平成 25 年国民生活基

礎調査(世帯票)から得られた総世帯人員数

 

6,902 人 

＝ 505.761 

(小数点第３位未満四捨五入） 

大規模調査年においては都道府県別に表章するため、 
 
① 調査年前年の 10 月１日現在の都道府県別日本人人口（総務省統計局人口推計より）

を用いて、総務省の人口推計方法にもとづいて平成 25 年６月１日現在の都道府県別日

本人人口を当部で推計する。 

（理由：６月１日現在の都道府県別日本人人口が総務省統計局人口推計で作成されていな

いため。） 

② 「①」の人口と調査結果から得られた都道府県・指定都市別世帯人員との比（拡大乗

数）を求める。      

     

③ 「②」の比（拡大乗数）を集落抽出により実施した調査結果から得られた世帯数及び

世帯人員に乗ずる。 
 

以上の計算によって都道府県・指定都市別の世帯数及び世帯人員を推計している。 

 
 
 
 
 
 
 
  
 

 
 
※拡大乗数とは「比」である。 

 
 
 
 
 
 
 

拡大乗数の求め方 

拡大乗数の求め方 
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イ 所得票・貯蓄票 
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【例】北海道（指定都市を除く） 
 
 
 
 

 
 
 
 
  

北海道（指定都市除く） 

平成 22 年国勢調査 

調査区数（後置番号１） 

29,277 

北海道（指定都市除く） 

平成 25 年世帯票実査 

地区数（後置番号１） 

75 

＝ 1532.877073 × 

北海道（指定都市除く） 

平成 25 年世帯票実査

地区から設定された 

単位区数 

北海道（指定都市除く） 

平成 25 年所得票実査 

単位区数 

41 

161 

大規模調査年においては、 

 

① 都道府県・指定都市別の、国勢調査調査区数（後置番号１）と世帯票の実査地区数（後置

番号１）の比及び世帯票実査地区から設定された単位区数と所得票の実査単位区数の比（拡

大乗数）を求める。 

           

② 「①」の比（拡大乗数）を集落抽出により実施した調査結果から得られた世帯数に乗ずる。 
 

以上の計算によって１世帯当たりの平均所得金額等を推計している。 

拡大乗数の求め方 

拡大乗数の求め方  
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簡易調査年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※簡易調査年においては、拡大乗数は求めていない。 

 

 

（1）推計方法  

ア 世帯票  
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平成 27 年 6 月 1 日現在 

推計人口（確定値） 
125,208,008 人 

平成 27 年国民生活基礎調査 

(世帯票)から得られた総世帯人員

数（実数） 

115,941 人 

＝ 1,079.929 

(小数点第３位未満四捨五入） 

簡易調査年においては全国値で表章するため、 
 
①  調査年の６月１日現在の日本人人口（総務省統計局人口推計より）と、調査結果から得

られた世帯人員との比（拡大乗数）を求める。 

 

② 「①」の比（拡大乗数）を集落抽出により実施した調査結果から得られた世帯数及び世帯

人員に乗ずる。 
 

以上の計算によって全国の世帯数及び世帯人員を推計している。 

 

拡大乗数の求め方 

拡大乗数の求め方 
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※簡易調査年においては、拡大乗数は求めていない。 

 

 

 

イ 所得票 
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